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利用者の知識・能力の向上①

①社会福祉協議会やハローワーク、企業等の関係機関の職員が講師として実施する以外にも、こ

れらの関係機関と連携して、内容を十分に理解した事業所の職員が実施することも可能です。そ

の場合には、関係機関と連携している旨を公表の際に記載してください。

②「利用者の知識・能力向上」に向けた支援を行う場合は、関係機関と連携して取り組む必要が

あります。その際、関係機関に対して、連携の目的や具体的な取組内容等について、事前に説明

をしてください。

③また、事業所が研修等の企画準備から実施まで主体的に関わることが必要です。関係機関が単

独で取り組むことがないようにしてください。

※「厚生労働大臣の定める事項及び評価方法の留意事項について」や「令和６年度障害福祉サー

ビス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL．５」を確認してください。
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利用者の知識・能力の向上②

【具体的な取り組み例】

①ハローワーク等と連携し、社会のルール、ビジネスマナーの研修や模擬面接、企業見学等の

一般就労に向けた取り組み

②施設外就労先の企業等と連携し、就労継続支援Ａ型事業所が請け負っている生産活動以外に

関する仕事に関する研修

③衣料品業界や化粧品業界の企業による身だしなみ研修

④社会福祉協議会や社会保険労務士等から金銭管理等の研修等を受け、内容を十分に理解した

事業所の職員による金銭管理等の勉強会

【当てはまらない取組例】

①障害者就業・生活支援センターへの登録及び相談等への同行

②公共職業安定所での職業相談や面接等への同行

③個別の利用者に限った支援を目的として実施する場合

④関係機関が実施する研修・講座に利用者のみ参加させる場合

⑤一般就労後の定着支援
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目標工賃達成指導員配置加算の見直し

旧 新

・目標工賃達成指導員を１人以上配置
（常勤換算）
・職業指導員及び生活支援員の総数が7.5:１以上
（常勤換算）
・目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援

員の数が６：１以上（常勤換算）
・目標工賃の達成に向けた取組みを行う。

利用定員 報酬単価
20人以下 89単位
21人以上40人以下 80単位
41人以上60人以下 75単位
61人以上80人以下 74単位
81人以上 72単位

・目標工賃達成指導員を１人以上配置
（常勤換算）
・職業指導員及び生活支援員の総数が６:１以上
（常勤換算）
・目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援

員の総数が５:１以上（常勤換算）
・目標工賃の達成に向けた取組みを行う。

利用定員 報酬単価
20人以下 45単位
21人以上40人以下 40単位
41人以上60人以下 38単位
61人以上80人以下 37単位
81人以上 36単位
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目標工賃達成加算の要件

①目標工賃達成指導員配置加算を算定していること。

②各都道府県において作成される工賃向上計画に基づき、自らも工賃向上計画を作成してい

ること。

③工賃向上計画に掲げた工賃目標を達成していること。

具体的要件は

①工賃向上計画における工賃目標

②目標年度の事業所の平均工賃月額（実績）

③目標年度の前年度における事業所の平均工賃月額（実績）

④目標年度の２年度前における全国平均工賃月額

⑤目標年度の３年度前における全国平均工賃月額

とした場合

具体的要件１：①≧③＋（④－⑤）となっていること（④－⑤が０未満の場合は０として計

算）

具体的要件２：②≧①となっていること
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令和５年度の実績に係る加算を
令和６年度に算定する場合

令和４年度の平均工賃月額
（実績）が１７，０００円の場
合、全国平均工賃月額（令和３
年度実績：１６，５０７円）か
ら、全国平均工賃月額（令和２
年度実績：１５，７７６円）を
引いた額（７３１円）を加えた
１７，７３１円以上の額を工賃
目標とし、当該工賃目標を達成
した場合に、加算の算定が可能
です。

目標工賃達成加算の具体例①

※令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆ＡＶＯＬ．１ 問５８

※令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆ＡＶＯＬ．２ 問２５

※令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆ＡＶＯＬ．３ 問１３
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令和６年度の実績に係る加算を
令和７年度に算定する場合

令和５年度の平均工賃月額
（実績）が１７，５００円の場
合、全国平均工賃月額（令和４
年度実績：１７，０３１円）か
ら、全国平均工賃月額（令和３
年度実績：１６，５０７円）を
引いた額（５２４円）を加えた
１８，０２４円以上の額を工賃
目標とし、当該工賃目標を達成
した場合に、加算の算定が可能
です。

目標工賃達成加算の具体例②
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就労系サービスにおける横断的な改定事項

①就労系障害福祉サービスを一時的に利用する際の評価 【就労継続支援Ａ型、Ｂ型】

一般就労中の障害者が就労継続支援を一時的に利用する際の評価について、就労継続支援Ａ型の基
本報酬を算定する際のスコア評価項目における平均労働時間の計算や、就労継続支援Ｂ型の基本報酬
を算定する際の平均工賃月額の計算から、当該障害者の労働時間と工賃を除くこととする。

②施設外就労に関する実績報告書の提出義務の見直し【就労移行支援、就労継続支援Ａ型、Ｂ型】

報酬請求に当たっては、施設外就労に関する実績について、事業所から毎月、市への提出は不要。

ただし、事業所には、施設外就労の実績記録書類を作成・保存することが義務付けされ、市で利用
者の訓練状況等の実態把握が必要な場合には当該書類を確認することとする。

③基礎的研修開始に伴う対応【就労移行支援、就労定着支援】

令和７年度より独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構等が実施する基礎的研修（以下「基
礎的研修」という。）が開始されることに伴い、就労移行支援事業所の就労支援員及び就労定着支援
事業所の就労定着支援員は基礎的研修の受講が必須。

ただし、令和９年度までは経過措置として、基礎的研修を受講していない場合でも指定基準を満た
すものとして取り扱う。 25



令和６年度運営指導の実施について

サービス種別 実施数 事業所数 実施割合

就労移行支援 ２ １０ ２０.０％

就労継続支援A型 9 ２２ ４0.9％

就労継続支援Ｂ型 ２5 ８９ ２8.1％

就労定着支援 ０ ６ ０.０％

合計 ３６ １２７ ２８.３％
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運営に関する指摘事項

虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じる必要があります。

①虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業員に周知徹底を図ること

②従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること

③虐待防止のための措置を適切に実施するための担当者を置くこと

（１）虐待の防止について

【指摘事項】
虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない。

（２）契約支給量の報告について

【指摘事項】
利用契約をした場合や受給者証記載事項に変更があったが、市に報告が行われていなかった。

利用契約をした場合や受給者証記載事項に変更が生じた場合には遅滞なく倉敷市に報告を

行ってください。
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運営規程と重要事項説明書の内容は整合性をとる必要があります。営業日・営業時間・
通常の事業の実施地域等を変更した場合には特に注意してください。

なお、重要事項説明書はサービスの選択に必要な以下の重要事項を記載する必要があり
ます。

①運営規程の概要

②従業者の勤務体制

③事故発生時の対応

④苦情処理の体制

⑤提供するサービスの第三者評価の実施状況等

（実施の有無、直近の実施年月日、評価機関の名称、評価結果の開示状況）

※第三者評価とは事業所の提供するサービスの質について、公正・中立な第三者機関が、
専門的かつ客観的な立場から評価を行い、インターネットで公表する制度です。

（３）重要事項説明書について

【指摘事項】
（ア）重要事項説明書と運営規程の内容が相違している。また、現状と相違している。
（イ）重要事項説明書に提供するサービスの第三者評価の実施状況が記載されていない。

運営に関する指摘事項
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運営に関する指摘事項

（４）サービス提供の記録について

【指摘事項】
（ア）利用者にサービスを提供した記録がない。
（イ）利用者からサービスを提供した旨の確認を受けていない。

サービス提供した際には以下の事項を記録する必要があります。

①サービスの提供日 ②提供した具体的な内容

③実績時間数 ④利用者負担額等の利用者へ伝達すべき事項

また、利用者からサービスの提供を行った旨の確認を受ける必要があります。

（５）訓練等給付費の額に係る通知について

【指摘事項】
法定代理受領により市から訓練等給付費が支給されている利用者に対し、その額を通知していない。

利用者負担額の受領とは別に、訓練等給付費の額を利用者に通知してください。
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運営に関する指摘事項

（６）計画作成について

【指摘事項】
（ア）アセスメントが実施されていない。アセスメントを実施した記録が残されていない。
（イ）個別支援計画の原案について、利用者及びサービス提供に当たる担当者から内容についての

意見を聞いていない。（個別支援会議が実施されていない。）
（ウ）作成した計画を相談支援事業所に交付していない。
（エ）モニタリングが実施されていない。モニタリングを実施した記録が残されていない。

サービス管理責任者の責務や計画作成に係る手順が、適正に実施されているかの見直しを
お願いします。

また、令和６年４月から個別支援会議に利用者の参加が原則必要となりました。この個別
支援会議において、利用者及びサービス提供に当たる担当者から計画の原案の内容について
意見を求めることが必要です。

なお、令和６年４月から個別支援計画は、指定特定相談支援事業所にも交付することとな
りました。

アセスメント、モニタリングについては、利用者に面接して行うことが必要です。面接を
行った際には記録を残すようにしてください。
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運営に関する指摘事項

相
談
支
援
事
業
所

サ
ー
ビ
ス
事
業
者

ア
セ
ス
メ
ン
ト

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画

原
案
作
成

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画

説
明
・
同
意
・
交
付

個
別
支
援
計
画
原
案
作
成

個
別
支
援
計
画

説
明
・
同
意
・
交
付

個
別
支
援
計
画
の
実
施

（
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

サービス利用状況把握

解決すべき課題の把握

利
用
契
約
（利
用
開
始
）

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
の
変
更

個
別
支
援
計
画
の
変
更

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議

個
別
支
援
会
議

指定特定相談支援事業所と障害福祉サービス事業者との関係（就労選択支援利用後）

交付 交付

31



運営に関する指摘事項

（７）計画の内容について

【指摘事項】

計画書の内容について以下の不備がある。

（ア）本人及び家族の意向が記載されていない

（イ）画一的な目標が長期間にわたって立てられている

（ウ）送迎や食事の提供を行っているが、個別支援計画に記載されていない

（エ）施設外就労は、就労能力や賃金の向上及び一般就労への移行に資すると認められる

ことが必要であるが、具体的な目標や作業内容等が記載されていない

サービス管理責任者は計画に位置付ける必要がある内容を確認し、計画の作成を行っ

てください。

また、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及び家族の生活に関す

る意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、就労支援の目標

及びその達成時期、サービスを提供する上での留意事項等を記載することが必要です。
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運営に関する指摘事項

指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に

必要な経費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるように

定められています。

なお、基準を満たさない事業所については経営改善計画書を作成し、経営改善に取り組

んでください。経営改善計画書については倉敷市に提出をお願いします。

原則として労働基準法に定められている最低賃金以上の賃金を支払う必要があります。

ちなみに、岡山県の最低賃金が令和６年１０月２日から、「９８２円」に改訂されていま

す。

（８）賃金について（就労継続支援Ａ型）

【指摘事項】
（ア）利用者に支払う賃金の総額が、生産活動に係る事業の収入から必要な経費を控除した額以上

になっている。
（イ）利用者との雇用契約について、最低賃金の変更に伴う労働契約の変更が行われていない。
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運営に関する指摘事項

（９）工賃について（就労継続支援Ｂ型）

【指摘事項】
（ア）利用者に支払う工賃の総額が、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な

経費を控除した額以上になっている。
（イ）工賃規程に基づいた算定が行われていない。
（ウ）利用者に対して、工賃の目標水準や前年度の工賃平均額を通知していない。

指定就労継続支援Ｂ型事業者は、利用者に、生産活動に係る事業収入から生産活動に必

要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支払う必要があります。なお、就労支

援事業においては、原則として剰余金は発生せず、将来にわたって安定的に賃金・工賃を

支給するため又は安定的かつ円滑に就労支援事業を継続するため、一定の条件を満たす場

合は、「工賃変動積立金」と「設備等整備積立金」に積立金として計上することができま

す。なお、積立金を積み立てるには理事会等の議決が必要であり、これを取り崩す場合に

も同様の手続きが必要です。（※「就労支援事業会計の運用ガイドライン」Ｐ３１に詳し

い記載があります。）

工賃は工賃規程に基づき、適正に算定しなければなりません。

年度ごとに、工賃の目標水準を設定し、当該工賃の目標水準及び前年度に利用者に対し

支払われた工賃の平均額を利用者に通知してください。
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運営に関する指摘事項

月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、勤務場所、管

理者との兼務関係等を明確にしてください。勤務体制を明確にすることで、人員基準を

守った適切な人員配置ができているか確認できます。

（９）勤務体制の確保について

【指摘事項】
勤務表が作成されていないため、従業員等の勤務が明確になっていない。

（10）セクハラ・パワハラについて

【指摘事項】
就業規則に相談窓口等が記載されていなかった。

職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じてください。

39



運営に関する指摘事項

（12）非常災害対策について

【指摘事項】
避難訓練が実施されていなかった。また、訓練の記録が残されていなかった。

非常災害時に命を守り、被害を最小限にとどめるためにも、想定される非常災害の種

類に応じて必要な避難訓練を定期的に実施してください。また、訓練の記録を整備して

ください。

（11）定員の遵守について

【指摘事項】
利用定員を超えて、サービスの提供を行っている日があった。

利用定員を超えた受入れについては、適正なサービスの提供が確保されることを前提

とし、やむを得ない事情がある場合に限り可能とされていることに留意してください。
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運営に関する指摘事項

令和６年４月１日から義務化されました。

感染症又は非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施し、非
常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該計画に従い必要
な措置を講じてください。

業務継続計画に定めるべき内容は以下のとおりです。

（Ⅰ）感染症にかかる業務継続計画

①平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等）

②初動対応

③感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）

（Ⅱ）災害に係る業務継続計画

①平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、

必要品の備蓄等）

②緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

③他施設及び地域との連携

（13）業務継続計画の策定について

【指摘事項】
業務継続計画が策定されていない。
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運営に関する指摘事項

従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的（年１回

以上）に実施してください。

（Ⅰ）研修の実施について

定期的に開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましいです。なお、

研修の実施内容について、記録を残してください。

（Ⅱ）訓練（シミュレーション）の実施

業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認や感染症・災害が発生した場合に実践す

る支援の演習等を定期的に実施してください。なお、訓練の実施は机上を含めその実施方法は

問いませんが、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施してください。

※感染症の業務継続計画に係る研修・訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修・訓練と一体的に実施することも差し支えありませんし、他のサービス事業者と連携して行

うことも差し支えありません。

（14）業務継続計画の訓練及び研修について

【指摘事項】
従業者に業務継続計画について周知されておらず、研修・訓練が行われていない。
また、記録が残されていない。
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（参考）災害対策における各種計画の比較

各計画 業務継続計画 非常災害対策計画 消防計画 避難確保計画

対象施設

障害者支援施設
障害サービス事業所

障害者支援施設
障害サービス事業所（訪
問系・就労定着支援等を
除く）

要件を満たす
入所・通所系事業所

浸水想定区域内・
土砂災害警戒区域内
に立地する
入所・通所系事業所

対象となる
災害等

感染症
非常災害

非常災害（火災、地震、
風水害、土砂災害等施設
の属する地域や地形等を
考慮し、起こりうると考
えられる災害）

火災（地震） 水害・土砂災害

報告(提出)・
届出義務

なし
（運営指導の際に確認）

なし
（運営指導の際に確認）

あり あり

目的

・非常時にサービス提供
を継続的に実施する

・非常時の体制で早期に
業務再開を図る

⇒少ない人員で、最低限必要
なサービスに絞って提供する

・非常災害時に命を守る
・被害を最小限にとどめ
る

・火災（地震）発生時
に命を守る

・被害を最小限にとど
める

・水害・土砂災害発生
時に命を守る
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運営に関する指摘事項

令和６年４月１日から義務化されました。

感染症（及び食中毒）の発生防止、まん延防止のために以下の措置を講じてください。

（Ⅰ）感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を定期的に

開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること

（Ⅱ）感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること

（Ⅲ）従業者に対し、感染症（及び食中毒）の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定

期的に実施すること

（15）衛生管理（感染症の予防等）について

【指摘事項】
（ア）感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会が開催されていない。
（イ）指針が整備されていない。
（ウ）研修及び訓練が実施されていない。記録が残されていない。
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感染対策委員会と業務継続計画

感染症の予防及びまん延の防
止のための対策を検討する委
員会（感染対策委員会）

感染症及び食中毒の予防及び
まん延の防止のための対策を
検討する委員会（感染対策委

員会）

業務継続計画
（感染症）

業務継続計画
（非常災害）

対象サービス
訪問系、相談系、就労定

着、自立生活援助
左記以外のサービス 全てのサービス

委員会
おおむね６か月に

１回以上

おおむね３か月に

１回以上
－ －

指針の策定 必 須 － －

研 修 年１回以上 年２回以上
年１回以上

（障害者支援施設は年２回以上）

訓 練 年１回以上 年２回以上
年１回以上

（障害者支援施設は年２回以上）

減算の有無 無 有（業務継続計画未策定減算）

参
考
資
料
（
共
通
編
よ
り
抜
粋
）

・感染症の業務継続計画に係る研修及び訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練と一体的に実施することも可能 45



運営に関する指摘事項

従業者及び管理者が業務上知り得た利用者等の秘密を、在職中及び退職後も漏らすこと

がないよう、誓約書等を徴してください。

利用者やその家族の情報を他の事業所に提供する場合は、あらかじめ文書により利用者

やその家族に同意を得てください。

（16）秘密の保持について

【指摘事項】
（ア）従業者から秘密保持に関する誓約書を徴していない。
（イ）他の事業者に利用者の情報を提供する場合に、利用者から同意を得ていない。

（17）事故発生時の対応について

【指摘事項】
（ア）事故発生時の対応マニュアルが作成されていない。
（イ）事故発生時の対応方法が従業員に周知されていない。

事故発生時の対応マニュアルを整備し、従業員に周知すること。なお、想定される様々

な事例（活動中の事故、交通事故、個人情報の流出等）に対応できるマニュアルとしてく

ださい。 46



報酬についての指摘事項

① 就労系サービスの基本報酬

利用者の確認及び活動の記録がなく、サービスが提供されていることが確認できない日があっ
た。
就労継続支援Ｂ型の利用者が、工賃を受け取るために３０分程度事業所を訪れた日についても

報酬を算定していた。

必要な訓練その他必要な支援を行っていない日は報酬を算定できません。

サービス提供の内容が分かるよう記録を残すとともに、サービス提供の都度、サービス

提供実績記録票に利用者の確認を得てください。

請求に当たっては、請求の根拠となるサービス提供実績記録票に基づき、複数職員で

チェックする等、正確な請求に努めてください。
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報酬についての指摘事項

② 就労継続支援Ａ型の基本報酬（スコア関連）

（労働時間）
利用者の1日の平均労働時間数の算出に当たり、年次有給休暇を取得した場合を除いて計算し

ていた。

（支援力向上のための取組）
研修、販路拡大の商談会等への参加、視察・実習について、記録（復命書、研修資料等）が不

十分だった。
研修参加職員の割合の算出で、管理者、事務職員を含めて算出していた。

年次有給休暇を取得した場合や面談等であっても労働時間として賃金を支払って

いる場合は、労働時間の合計数に含めてください。

研修、商談会への参加や視察については、開催案内、実施概要、復命書、研修資料

等を記録に残してください。

研修参加状況の対象職員は、サビ管、職業指導員及び生活支援員を指し、管理者、

事務職員等は含まれませんので、ご留意ください。 48



報酬についての指摘事項

③ 就労継続支援Ａ型サービス費の自己評価未公表減算（所定単位数の15%減算）

スコア表の公表及び指定権者への届出がなされていなかった。

令和７年度については、令和７年４月３０日（水）までに、以下の書類を倉敷市事業所指導室に
提出してください。

（提出書類）

・就労継続支援Ａ型に係る基本報酬の算定に関する届出書

・【様式２－１】就労継続支援Ａ型事業所におけるスコア表（全体）

・【様式２－２】就労継続支援Ａ型事業所におけるスコア表（実績Ⅰ～Ⅳ、Ⅵ）

評価点の公表及び指定権者への報酬算定区分の届出は、当該年度の４月中に行うことと
なっています。

スコア表は原則、事業所のホームページや障害福祉サービス等情報検索ウェブサイトな

ど、インターネットを利用して公表してください。
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報酬についての指摘事項

④ 就労継続支援Ｂ型の基本報酬（平均工賃月額区分）

就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）又は（Ⅱ）に係る平均工賃月額区分について、自立支援給付
費により補填された工賃を用いて判定していた。

就労継続支援Ｂ型においては、生産活動に係る事業収入から、事業に必要な経費を

控除した額に相当する額を工賃として支払わなければならず、災害等の例外を除き、

工賃に自立支援給付費を充てることは認められません。

工賃の再計算をするとともに、生産活動の利益と比較して、工賃の支給金額が過大

となる場合は、工賃の支給水準を見直してください。
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報酬についての指摘事項

⑤ー１ 施設外就労

施設外就労について、利用者と職員で組むユニットに、職員として賃金向上達成指導員または
目標工賃達成指導員のみが配置されていた。
施設外就労先に、管理者又はサービス管理責任者が同行していた。

施設外就労先では、施設外就労を行う日の利用者数に対して、報酬算定上必要とさ

れる人数の直接支援員を配置する必要がありますので、人員体制を確認してください。

（賃金向上達成指導員・目標工賃達成指導員は含まれない）

事業所には、施設外就労を行う者を除いた前年度の平均利用者数に対して報酬算定上

必要とされる人数（常勤換算方法による。）の職員を配置してください。また、管理者

及びサービス管理責任者は必ず事業所内に配置してください。
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報酬についての指摘事項

⑤ー２ 施設外就労

施設外就労について、個別支援計画に位置付けられていなかった。

施設外就労を含めた個別支援計画を事前に作成し、就労能力や工賃（賃金）の向上

及び一般就労への移行に資すると認められることが要件となります。

施設外就労先から事業所を運営する法人に支払われる報酬等、請負作業に関する合

意内容を契約書で明記してください。

⑤ー３ 施設外就労

施設外就労先の企業と請負作業に関する契約について、口頭のみの契約で、合意内容が不明瞭で
あった。
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報酬についての指摘事項

⑥ 在宅支援

必ず事前に市から在宅支援に係る支給決定を受ける必要があります。（支給決定前のサービス提
供、次の算定要件を満たしていない場合は報酬の算定不可）

① 運営規程において、在宅で実施する訓練内容及び支援内容を明記しておくこと。

② 在宅で実施した訓練、支援内容並びに訓練、支援状況を運営指導等で提出できるようにしておくこと。

③ 在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューを確保すること。

④ １日２回の連絡、助言又は進捗状況の確認、日報を作成すること。

⑤ 緊急時の対応ができること。

⑥ 利用者の疑義照会等に対し、随時、訪問や連絡等による必要な支援が提供できる体制を確保すること。

⑦ 事業所職員による訪問、利用者の通所又は電話・パソコン等のICT機器の活用により、評価等を１週間につき
１回は行うこと。

⑧ 原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問又は利用者による通所により、事業所内におい
て訓練目標に対する評価等を行うこと。

⑨ ⑦が通所により行われ、あわせて⑧の評価等も行われた場合、⑧による通所に置き換えて差し支えない。

【算定要件】
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報酬についての指摘事項

⑦ 食事提供体制加算

食事の提供について個別支援計画に位置付けられていなかった。また、利用者ごとの摂取量の
記録がなかった。体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していなかった。

食事提供体制加算は、個別支援計画で食事提供を行うこととなっている利用者が対象で

す。また、

①管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること（外部委託可）、又は、栄養ケア・ス

テーション若しくは保健所等の管理栄養士又は栄養士が栄養面について確認した献立で

あること

②利用者ごとの摂取量を記録していること

③利用者ごとの体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していること

が、加算の算定要件になります。

共通編４８ページにも記載があります。 54



報酬についての指摘事項

⑧ 福祉専門職員配置等加算（多機能型事業所の場合）

多機能型事業所において、それぞれのサービスに分けて要件を確認していた。

多機能型事業所においては、当該事業所における全てのサービス種別の直接処遇職員

を合わせて要件を計算し、当該要件を満たす場合には全ての利用者に対して加算を算定

することとされています。

なお、当該多機能型事業所の中で複数の直接処遇職員として、常勤の時間を勤務して

いる者（例：生活介護の生活支援員を０．５人分、就労移行支援の職業指導員を０．５

人分勤務している者）については、「常勤で配置されている従業者」に含めます。
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報酬についての指摘事項

⑨ー１ 賃金向上達成指導員配置加算、目標工賃達成指導員配置加算

賃金向上計画・工賃向上計画に掲げた内容の達成に向けて、取り組んでいることが分かる業務記
録等が残されていない。

販路の拡大、商品開発、単価交渉、労働時間の増加等、生産活動が向上する取り組みに

ついて、日々の業務記録を残す必要があります。

⑨ー２ 賃金向上達成指導員配置加算、目標工賃達成指導員配置加算

賃金向上達成指導員・目標工賃達成指導員が管理者と兼務されていた。

賃金向上達成指導員・目標工賃達成指導員は、指定基準で定める人員配置に加えて配置

したことにより加算されるものであり、人員体制を見直してください。
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報酬についての指摘事項

⑩ 欠席時対応加算

欠席連絡のあった日時、連絡してきた相手、連絡を受けた対応者、相談援助の具体的内容等の
記録がない。

加算を算定できるのは、利用を中止した日の前々日、前日又は当日に中止の連絡を受

け、利用者又はその家族等に連絡調整、その他相談援助を行い、連絡を受けた日時、対

応職員の氏名、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録した場合です。
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報酬についての指摘事項

欠席日 〇月〇日 対応者 ××

連絡があった日 〇月〇日〇時

連絡調整の方法 口頭 ・ 電話 ・ その他（ ）

連絡調整を行った相手 本人 ・ 本人の家族 ・ その他（ ）

次回利用予定日 〇月△日

利用者の状況 （例）体調不良（発熱〇〇度）により欠席

相談支援の内容
（例）本日病院通院するとのこと。安静にして、診断結果
等を明日ご連絡いただくようお願いした。次回利用日
については、明日の連絡時に相談して決める。

【記録の記載例】

利用者：倉敷 太郎
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報酬についての指摘事項

曜日 月 火 水 木 金

欠席時対応加算 〇 × 〇 × ×

【欠席時対応加算の取扱い】

木曜日にも利用者から欠席の連絡があり、
相談援助等を行い記録した。

月曜日に今週１週間休むと連絡があ
り、相談援助等を行い記録した。

火曜日は連絡がなく、水曜日に再度利用者から
欠席の連絡があり、相談援助等を行い記録した。

月曜日 ⇒ 算定可

火曜日 ⇒ 相談援助等を行っていないことから算定不可

水曜日 ⇒ 最初の連絡が前々日に当たること、相談援助等を行っていることから算定可

木曜日 ⇒ 前々日より前から利用が中止されることが判明しているため算定不可

金曜日 ⇒ 算定不可

（例）開所日が月曜日～金曜日の事業所の場合
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報酬についての指摘事項

⑪ 送迎加算

送迎加算（Ⅰ）の要件を満たしていなかった。また、居宅以外での送迎を行う利用者について、
同意を得た記録がなかった。

送迎加算（Ⅰ）を算定できるのは以下の（ア）及び（イ）のいずれにも該当する場合

です。（ア）と（イ）のいずれかのみに該当する場合は、送迎加算（Ⅱ）となります。

送迎加算を算定する場合は、毎月、要件を満たしているかどうかを確認してください。

確認にあたっては、ホームページに掲載している「送迎加算に係るチェックシート」等

を活用してください。

（ア）１回の送迎につき平均１０人以上が利用している場合（利用定員が２０人未満の

事業所にあっては、平均的に５０／１００以上が利用している場合）。

（イ）週３日以上の送迎を実施している場合。

なお、居宅以外であっても、事業所の最寄り駅や集合場所との間の送迎も対象となりま

すが、事前に利用者と合意のうえ、特定の場所を定めておく必要があります。
60



⑫ 前年度の実績に基づく基本報酬・加算の取扱い

【前年度の実績に基づく基本報酬・加算】

サービス名 報酬・加算

就労移行支援 基本報酬算定区分、移行準備支援体制加算、高次脳機能障害者支援体制加
算・視覚・聴覚言語障害者支援体制加算、就労支援関係研修修了加算

就労継続支援Ａ型 基本報酬算定区分、高次脳機能障害者支援体制加算・視覚・聴覚言語障害
者支援体制加算、重度者支援体制加算、就労移行支援体制加算

就労継続支援Ｂ型 基本報酬算定区分、高次脳機能障害者支援体制加算・視覚・聴覚言語障害
者支援体制加算、重度者支援体制加算、就労移行支援体制加算、目標工賃
達成指導員配置加算・目標工賃達成加算

就労定着支援 基本報酬算定区分、就労定着実績体制加算

提出期限 就労継続支援Ａ型以外：令和７年４月１５日（火）必着

就労継続支援Ａ型 ：令和７年４月３０日（水）必着

期限までに提出のない場合は、４月１日に遡っての算定（単位数の増）はできません。

前年度実績に基づく加算以外の加算は、通常どおり、毎月１５日（１５日が閉庁日の場合は直前
の開庁日）までの届出で翌月１日からの算定となります。

報酬についての指摘事項

61



好事例①

・集中力が続かない利用者には、タイマー等で短い時間で作業を区切り、集中できるよう

にしたり、職員のそばで作業をしてもらっている。

・作業中に寝てしまう利用者には立って行う作業に変更してもらっている。また、休憩時

間の仮眠や、自宅での早めの就寝を促している。

・利用者が自立できるように、特性に応じて事業所内の掃除や役割を分担している。全員

が役割を持ち自主的に取り組めるように当番を決めている。

【工賃向上の取組】

月 火 水 木 金

玄関の清掃 Ａさん Ａさん Ａさん Ａさん Ａさん

花の水やり Ｂさん Ｂさん Ｂさん Ｂさん Ｂさん

机拭き Ｃさん Ｃさん Ｃさん Ｃさん Ｃさん

【役割分担の例】
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好事例②

【ファイリング方法について】

①プロフィール 利用者プロフィール、服薬情報、面談記録、利用前の記録

②サービス等利用計画・個
別支援計画

サービス等利用計画、担当者会議録、アセスメントシート、同意書、
個別支援計画、モニタリング

③契約書類 契約書、重要事項説明書、各種同意書

④その他 過去の受給者証、上記以外の書類

インデックスを使用し、①プロフィール②サービス等利用計画・個別支援計画③契約書類④そ
の他に分類する。

【ファイリング例】

利用者の個人ファイルに綴る書類の種類や順番を記載した文書を作成し、各個人ファイルの表
紙としている。

【各項目にファイリングする書類】
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※　令和６年６月１９日修正：令和６年６月４日付事務連絡「「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関する
　Ｑ＆Ａ VOL.１（令和６年３月29日）」の正誤（その３）について」の内容を反映しました。

　１　新規　　　　　２　変更　　　　　３　終了

①　工賃向上計画において掲げた工賃目標

算定要件

平均工賃
月額等

　　　　　　円

　　　　　　円

　　　　　　円

　　　　　　円

　　年　　月　　日

目標工賃達成加算に関する届出書

②　工賃目標の対象年度における事業所の平均工賃月額（実績）

③　工賃目標の対象年度の前年度における事業所の平均工賃月額（実績）

④　工賃目標の前々年度における全国平均工賃月額

⑤　工賃目標の前々々年度における全国平均工賃月額

＜要件確認１＞　①≧③＋（④－⑤）となっていること
　　　　　　　　（※④－⑤が０未満の場合は、０として計算）

＜要件確認２＞　②≧①となっていること

⑥　③＋（④－⑤）　※④－⑤が０未満の場合は、０として算定すること。

　　　　　　円

　　　　　　円

（　　該当　　　・　　　非該当　　）

（　　該当　　　・　　　非該当　　）

事業所名

異動区分
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欠席時対応加算の取扱いについて 

 

【報酬告示・留意事項通知】 

報酬告示（第６の７） 留意事項通知（第二の２(６)⑩） 

指定生活介護事業所等において指定生活介

護等を利用する利用者（当該指定障害者支援

施設等に入所する者を除く。)が、あらかじ

め当該指定生活介護等の利用を予定していた

日に、急病等によりその利用を中止した場合

において、指定生活介護従業者が、利用者又

はその家族等との連絡調整その他の相談援助

を行うとともに、当該利用者の状況、相談援

助の内容等を記録した場合に、１月につき４

回を限度として、所定単位数を算定する。 

報酬告示第６の７の欠席時対応加算につい

ては、以下のとおり取り扱うこととする。 

(一) 加算の算定に当たっては、急病等によ

りその利用を中止した日の前々日、前日

又は当日に中止の連絡があった場合につ

いて算定可能とする。 

(二) 「利用者又はその家族等との連絡調整

その他の相談支援を行う」とは、電話等

により当該利用者の状況を確認し、引き

続き当該指定生活介護等の利用を促すな

どの相談援助を行うとともに、当該相談

援助の内容を記録することであり、直接

の面会や自宅への訪問等を要しない。 

※上記は、生活介護の規定であるが、他の通所系サービスも同様。 

 

【加算算定の留意点】 

〇 欠席時対応加算は、利用を予定していた利用者が、急病等の理由により、利用を中止し

た場合において、利用者、家族等との連絡調整を行うとともに、引き続き事業所の利用を

促すなどの相談援助を行うことを要するため、欠席に対応する相談援助が行われていない

ときは、加算の算定はできない。 

（例）開所日が月曜日～金曜日の事業所の場合 

 

 

 

 

曜   日 月 火 水 木 金 

欠席時対応加算 〇 × 〇 × × 

 

 

 

月曜日に今週１週間休む
と連絡があり，相談援助
等を行い記録した。 

火曜日は連絡がなく，水曜日に再
度利用者から欠席の連絡があり，
相談援助等を行い記録した。 

木曜日にも利用者から欠席の
連絡があり，相談援助等を行
い記録した。 

資料Ａ 
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月曜日 ⇒ 算定可 

火曜日 ⇒ 相談援助等を行っていないことから算定不可 

水曜日 ⇒ 最初の連絡が前々日に当たること、相談援助等を行っていることから算定可 

木曜日 ⇒ 前々日より前から利用が中止されることが判明しているため算定不可 

  金曜日 ⇒ 算定不可 

 

〇 報酬告示及び留意事項通知の要件を満たしていることが確認できる記録をすること 

・欠席連絡のあった日時（加算算定の起算日の確認） 

・連絡してきた相手（報酬告示に利用者又はその家族等とあることからその事実確認） 

・連絡を受けた対応者（当該事業所の従業者が相談援助を行うことを要するため、専従の

管理者や別事業所の従業者が対応した場合は加算の算定不可） 

   ・欠席の理由（あらかじめ予定されていた欠席か、急な欠席かどうか事実確認） 

・当日の利用者の状況（相談援助の前提として事実確認） 

・次回の利用日（休む期間の確認） 

・相談援助の具体的内容（相談援助を行った場合加算できるものであることからその事実

確認） 
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○基準上必要な従業員数や加算の算定要件等を算定する際の利用者数について

■ 指定基準や報酬（加算）算定上満たすべき従業者の員数等を算定する際の利用者数は、
当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31日をもって終わる年度）※の平均利用者数を用いる。

※平均利用者数の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げる。
※①新たに事業を開始又は再開 ②定員を増員 ③定員を減員の場合は例外

■ 障害福祉サービス事業では、事業種別によっては、前年度の利用者の平均値によって、人員配置が決定され
る仕組みとなっており、毎年度４月１日を基準日として見直しを行うこととされているので、各事業者におい
て、自主点検を行うこと。（※点検結果書類については提出不要だが、事業所において保管しておくこと。）
※前年度の利用者数の平均値の求め方

○人員配置の見直しについて

平均利用者数＝前年度の全利用者の延べ数÷前年度の開所日数（就労定着支援は、前年度の開所月数）

延べ利用者数（Ａ） 開所日数（Ｂ） 利用者の平均値(A)／(B)

4,125 269 15.4

対象期間：令和６年４⽉〜令和７年３⽉
算出例 加算の算定に

変更があれば
体制届等が必
要

定員×９０％ 新規指定から6⽉の
平均利用者数※

新規指定から12⽉
の平均利用者数※

前年度の
平均利用者数

新規指定 ６⽉ ７⽉ 12⽉ 13⽉ 4⽉1日

前年度の
平均利用者数

前年度の平均利用
者数＋（増員した
人数×９０％）

増員から6⽉の
平均利用者数

増員から12⽉
の平均利用者数

前年度の
平均利用者数

定員の増員 ６⽉ ７⽉ 12⽉ 13⽉ 4⽉1日

前年度の
平均利用者数

減員から3⽉の
平均利用者数

減員から12⽉
の平均利用者数

前年度の
平均利用者数

定員の減員 ３⽉ 4⽉ 12⽉ 13⽉ 4⽉1日

新規指定の場合の
平均利用者数

定員増の場合の
平均利用者数

定員減の場合の
平均利用者数

■ 利用者数の計算の例外

※新規指定から６⽉の間の
延べ利用者数÷新規指定か

ら６⽉の間の開所日

※新規指定から12⽉の間の
延べ利用者数÷新規指定か

ら12⽉の間の開所日
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